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背景・課題 プロジェクト概要 実施成果

担当コンサルタント

お客様概要

事例紹介｜環境省｜再エネ調達⽅策検討・調達ガイド更新(脱炭素社会形成推進業務)

業種 官公庁

売上⾼ ー

従業員数 ー

事業概要 ー

政府は、2050年までにわが国
の温室効果ガス排出を「実質ゼ
ロ」とする⽅針を表明しており、こ
の実現に向けては、政府とともに、
国⺠・事業者・⾃治体等が施
策の具体化に取り組む必要があ
る。

環境省では、上記の取り組みの
⼀環として、公的機関等におけ
る再エネ調達に向けた実効的な
⽅策を検討するとともに、公的
機関が再エネ調達を実際に取り
組むためのガイドの充実化を図
ることを課題としている。

環境省施設への再エネ調達⽅
策のとりまとめ

環境省の課題を踏まえながら、所
管施設への導⼊をどのように促進す
べきか、考え⽅を整理し、⽅策とし
てとりまとめた。

公的機関⽤再エネ調達実践ガ
イドの充実化

既存の公的機関⽤再エネ調達実
践ガイドについて、実施担当者が、
実際に取り組む上で参考となるよう、
取り組むべき背景から、調達⼿法の
概要、事例、参考情報、Q&A等に
ついて、全般的に内容の充実化を
図り、更新。

猪股 未来 イノマタ ミライ

環境・エネルギー・資源グループ
シニアマネジャー/上席主任研究員

環境・エネルギー・資源グループ
コンサルタント

⼩北 順平 コキタ ジュンペイ

再エネ調達に向けた⽅策の検討 公的機関⽤再エネ調達実践ガイドの更新

公的機関等における再エネ調達に向けた⽅策の検討
環境省施設の電⼒調達について現状を把握し、再エネ調達の可能性を調査の上、課
題を抽出する。加えて、⾃治体向けの再エネ調達状況にかかる意⾒交換会を開催し、
調達における課題を抽出する。これらの調査結果を統合し、公的機関における再エネ調
達⼿法を検討し、⽅策としてまとめる。

公的機関のための再エネ調達実践ガイドの更新
現⾏の「公的機関のための再エネ調達実践ガイド」について、多くの公的機関に活⽤い
ただくことを念頭に、より具体的な内容となるよう更新を⾏う。更新箇所としては、⼩売電
⼒メニューの最新化、証書メニュー、再エネ電⼒の購⼊価格グラフの最新化、再エネの
調達事例等を想定する。

⽬標設定  ⽬標とすべき項⽬および⽔準をどのように設定すべきか、分かっていない

新たな調達
基準の策定

新たな調達
⼿法の訴求

その他
検討事項

調達状況
の把握

 再エネ調達状況を把握するにあたっての調査項⽬が整理できていない
 スケールメリットが出にくい⼩規模施設における⼊札事業者の確保にあたり、

どのような点を事業者が望んでいるか、⼊札するとしてどの程度の⾦額感を想
定しているか等について把握できていない

 再エネ調達実施判断にあたり、どのような調達⼿法があり、どの⼿法が施設
類型毎に最適かの基準が存在しない

 公的機関が実際に調達する際に助けとなるような実務的な内容（再エネ調
達時の仕様書の書き⽅や、予定価格の⾒積もり算出⽅法等）の盛り込み

 証書が、RE100に資する証書であるかの確認⽅法
 再エネの追加性の考慮 等

 調達⼿法が固定化してきている中、公的機関に対し、⾃⼰託送や共同調
達、リバースオークション等といった⽐較的新しい⼿法についても選択肢の⼀
つとして認識してもらいたいが、訴求できていない

現⾏の公的機関⽤再エネ調達実践ガイドについて、基礎から
応⽤まで、実施担当者が実際に取り組む上での参考となるよ
う、より実践的な内容の充実化を図る。

環境省施設情報や環境省が導⼊する中で得られた課題等
を整理した上で、最適な再エネ調達⼿法に基づく⽅策を検討。

調達⼿法 発電所の設置場所 設備所有者 電⼒⼩売契約 証書/クレジット購⼊

⾃家消費 需要地内 需要家 無し 無し

オンサイトPPA 需要地内 第三者 無し 有り

オフサイトPPA 需要地外 第三者

- ⼩売契約有 (同上) (同上) 有り 無し

- ⼩売契約無 (同上) (同上) 無し 有り※

⾃⼰託送 需要地外 需要家 無し 無し

再エネ電⼒購⼊ -- -- 有り 無し

-Jクレジット、Gr証書 (同上) (同上) (同上) (同上)

-⾮FIT⾮化⽯証書 (同上) (同上) (同上) (同上)

-FIT⾮化⽯証書 (同上) (同上) (同上) (同上)

証書/クレジット購⼊ -- -- 無し 有り

-Jクレジット、Gr証書 (同上) (同上) (同上) (同上)

-FIT⾮化⽯証書 (同上) (同上) (同上) (同上)


